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ツインシティ倉見地区

まちづくりニュース

土地区画整理事業によるまちづくりを想定
した場合の「税金」をテーマに勉強会を開催
しました。勉強会当日の内容や質疑応答につ
いてご紹介します。

まちづくりに関する勉強会を開催しました１

土地の固定資産税・都市計画税について

開催日：令和７年10月24日、26日

会 場：倉見地域集会所
参加者：２９名（２日間合計）

■ 税額の算出方法

負担水準 課税標準額

70% 超 今年度評価額×70%

60～70% 前年度課税標準額と同額

60%未満 前年度課税標準額＋今年度評価額×5%

➢ 課税標準額の算出方法（商業地等の宅地の場合）

■ 負担調整措置
↳ 課税標準額の急激な上昇を抑制する仕組み

負担水準（%）＝
前年度課税標準額

今年度評価額

▹課税標準額(評価額)×税率1.4％＝ 固定資産税額

▹課税標準額(評価額)×税率0.2％＝ 都市計画税額

R7年度の課税標準額が100万円、

R8年度の評価額が1,000万円の場合

 R7年度年税額

 課税標準額100万円×1.4%＝１万４千円

 R8年度年税額【負担調整措置がない場合】

 評 価 額 1,000万円×1.4%＝１４万円

▷ R8年度年税額【負担調整措置がある場合】
 (100万円＋1,000万円×5%)×1.4%

=２万１千円

計 算 例 （固定資産税の場合）

負担水準0.1 R7年度 100万円

  （10％）  R8年度1,000万円
＝

評価額は上がるが、負担調整措置により課税標準額を
段階的に引き上げることで、税額の急上昇を抑制する。                                     
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※田端西地区土地区画整理事業の実績に基づき算出した推計です。

現況課税となるため、従
前の土地が農地で、仮換地
の課税地目が雑種地や宅地
に変わる場合は、税額が大
幅に上がる。

市街化区域編入 仮換地(新しい土地)

の使用収益開始

市街化区域編入に伴い、編
入の翌年度から都市計画税の
課税が始まる。
また、土地の評価方法の変

更や地価の上昇等により、３
年に一度行われる評価替えで
評価額が上がる。

A 宅 地（非住宅用地 = 居住用ではない建物がある土地）

B 雑種地（駐車場・資材置場など）
C 農 地
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仮換地について、従前の土地の面積を測量してから仮換地や減歩がされるのか。問

土地区画整理事業でまちづくりが実施される場合は、原則として登記簿の面積で
手続きが進められますので、実測して面積が増える場合は、ご自身で登記簿を変更
していただければその面積で換地手続きをします。また、実測図などの書類に基づ
き、換地設計を行う場合もあります。

答

勉強会当日の質疑応答 ※質問及び回答については要約しています。

市街化調整区域から市街化区域に編入された場合、都市計画法上の用途地域はど
のようになるのか。

問

皆様のご意見を聞きながら決めてまいりますが、新幹線の駅前としての土地利用
を考え、商業・業務系や住居系の土地利用を想定しています。

答

ツインシティ倉見地区の町内会や生産組合
等で構成する「東海道新幹線新駅誘致地区周
辺まちづくり連絡協議会」において、まちづ
くり手法の一つである土地区画整理事業を実
施している平塚市ツインシティ大神地区土地
区画整理組合によるまちづくり事業を視察し
ました。

主 催：東海道新幹線新駅誘致地区

周辺まちづくり連絡協議会

開催日：令和７年11月22日

視察先：平塚市ツインシティ大神地区

参加者：９名

まちづくり事業の事例視察について２

所得税の優遇措置について

■ 補償金の取り扱い （例：自宅などの補償金6,000万円の場合）

5,000万円控除の特例 代替資産を取得した場合の特例

・ 補償金から5,000万円までを控除したものを
 所得として計算します。

・ 補償金以上の同種の資産を取得すれば、 所得
 とみなされません。

・自宅を新築
・地区外に住宅やマンションを購入

5,000万円

１,000万円

【非課税】

【課税対象】

補償物件：自宅など

補償金
6,000万円

6,000万円で

土地区画整理事業の進め方や企業誘致の方法など、今後のまちづくりの参考となる内容でした。

※控除対象とならない補償金もあります。

・事業前の地区の状況

・組合設立までの経過

・組合運営と事業計画

・企業誘致の取り組み

・環境共生や防災対策

・タウンマネジメント

〈 当日の説明内容 〉
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